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研究成果の概要（和文）：  

日韓金型産業の分析のため、国際産業連関分析、貿易動向の分析、貿易特化係数による国際

競争力分析、日韓およびアジア諸国での金型関連企業への訪問調査に基づくケーススタディな

どを実施した。その結果、日韓金型産業の国際競争力、韓国金型産業の急速なキャッチアップ

の要因、日韓金型産業の発展の特徴、海外展開の特徴などが明らかとなった。また研究結果か

ら、今後のアジア新興国での金型産業発展可能性についても示唆が得られた。 

 

研究成果の概要（英文）： 

 We conducted analysis such as international input-output analysis, trade statistics, 

international competitiveness, case studies based of Asian die and mold related companies. 

We found out results such as international competitiveness of die and mold industry in 

Japan and Korea, the factor of Korean rapid catching up to Japan of die and mold industry, 

the characteristics of the development process of die and mold industry in Japan and Korea, 

and their globalization. Our results also implied the possibility of the development of die 

and mold industry in Asian newly-emerging countries.       
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１．研究開始当初の背景 

金型産業は一般的に認知されにくい産業で

あるが、一国の工業発展を考えた上で極めて

重要な産業である。金型はプラスチック、金

属、ゴムなどあらゆる工業製品を成形すると

きの型として用いられる。例えば一台の家電

製品の製造でも数百の金型が必要となる。ま

た高精度の成形品製造のためには製品精度以

上の高精度金型（例えば加工精度1/1000mm、

誤差ナノオーダー）が必要となる。従って高

精度･高品質な工業製品の安定的量産にはす

ぐれた金型が必要不可欠である。 
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アジア各国では高度な工業化のため多くの

国で金型産業を育成しようとした。しかし

1960年代以降1990年代まで数十年間にわた

り失敗の連続であった。それが現在では、韓

国、中国などで金型産業の発展が顕著であり、

日本の金型産業のアジアにおける優位も変

化が見られる。この一つの転換点は韓国と日

本との関係で表れた。1990年代韓国で金型産

業が発展し、1998年以降は日韓金型貿易で一

貫して日本への金型輸出超過状態が続いて

いる。日本は世界的な金型輸出超過国であり､

これは極めて興味深いケースである。 

申請者は過去の研究で金型産業の発展要因

から「日本型金型産業発展モデル」と「韓国

型金型産業発展モデル」（以後「韓国モデル」）

に定義・分類し、市場、技術、教育の3要因を

満たすことにより発展する韓国モデルにより

アジア地域での金型産業発展の可能性がある

ことを示した。また、他のアジアキャッチア

ップ国の発展モデルについては、中国、イン

ドについて「金型産業の発展段階基準」を定

め、韓国モデルとの類似点・相違点について

考察を深めている。 

 

２．研究の目的 

研究の目的は、日本と韓国の金型産業の現

状、国際競争力を明らかとし、さらに、日本

と韓国の金型産業発展の特徴、日韓両国の金

型産業の海外進出の特徴を明確にしたい。 

またその際、金型産業のみならず、金型産

業周辺産業：金型ユーザー産業（自動車、電

子、部品産業など）、金型サポーティング産

業（鉄鋼、工作機械、素形材産業など）、に

ついても動向を抑えつつ研究を遂行したい。 

 

３．研究の方法 

調査対象国：日本、韓国を調査研究の中心
とした。また、日韓両国が共通して今後の海
外展開に力点を置いているベトナムなどア
ジア近隣諸国についても調査対象とした。 
 
 期間内に明らかにしたい点：  
（１）定性分析 
金型企業および金型関連団体、金型顧客企

業への訪問調査により、調査対象国の金型産
業の技術水準を特定したい。 
 
（２）定量分析 
①馬場[2005]で提唱した国際産業連関表を
用いた手法を用いて､中国、韓国、アセアン
各国の裾野産業の波及的な調達構造につい
て、定量分析を行いたい。特に金型産業の２
大顧客産業である、自動車、電子･電気産業
について詳細に分析を行いたい。 
 

②9桁までの貿易統計を丹念に調べ、分析対
象国の金型貿易構造を明らかにしたい。特に、
貿易相手国と取引される金型の種類を明確
にすることにより、調査対象国の金型産業の
国際的優位性の経緯・現状を明らかにしたい。 
 
（３）アジア金型産業の発展可能性分析 
（１）および（２)の分析より金型関連技術
移転とアジア金型産業発展可能性を分析し
たい。 
 
４．研究成果 
 
（１）裾野産業（サポーティング･インダス
トリー）の役割、認識、歴史的経緯、具体的
貢献内容などの整理 
裾野産業の貢献は歴史的にはあまり着目

されなかった。しかし今日では、裾野産業は、
後発国、先進国双方への貢献が高いと認識さ
れるようになった。国に優秀な裾野産業が存
在するメリットは、1)産業リンケージ面での
貢献、2)貿易収支改善への貢献、3)R&D への
貢献の 3 点で整理することが出来る。後発国
にとっては主に生産面で寄与がある。1)と 2)
の効果により、工業発展･高度化と貿易バラ
ンス改善に貢献が見込まれる。先進国にとっ
ては 3)の効果により産業競争力向上への貢
献が見込まれることを整理した。 
また、優れた金型産業が国内にあることに

より、生産性への貢献のみならず、イノベー
ション実現の際にも貢献が大きいことをケ
ースより明らかとした。 
裾野産業は国の戦略と選択によっては、必

ずしも必要ではない。しかも無理な育成は高
コスト化などの弊害を生むこともある。しか
し、市場や競争環境などの条件が整えば、優
れた裾野産業の存在は、発展から高度化まで、
工業発展のいずれの段階においても重要な
貢献をもたらすと結論づけた。 
 
（２）金型の品質による生産性の比較分析 
金型をプラスチック金型など moldタイプ、

金属プレス金型など die タイプに分類した。
両タイプ共に高品質金型を用いることによ
り、明らかな生産性向上が観察された。 
Die タイプで高品質順送金型を用いた場合、

タンデム金型を用いた場合よりも、加工時間
で 47 倍、部品精度で 17 倍の向上が観察され
た。Mold 金型の場合、従来製法と比較して、
加工時間で 120 倍の向上が観察された。 
これまでの研究では高品質金型を用いる

ことによる生産性向上は定性的には述べら
れていたが、定量的には述べられてこなかっ
た。本研究でフィールドスタディーを元に、
はじめて高品質金型使用による生産性向上
が量的に示せた。 
 



 

 

（３）国際産業連関表による分析 
 アセアン 4（インドネシア、マレーシア、
フィリピン、タイ）、韓国、日本のグローバ
ル調達状況について、最新の 2000 年国際産
業連関表を用いて分析を行った。分析対象と
したのは自動車･二輪産業（自動車と略）と
電子･電気産業（電子と略）である。 
 
①� 生産誘発効果の計測 
 国内産業への波及状況を生産誘発効果に
より定量化し、これにより国内裾野産業の発
展状況を計測した。分析の結果、自動車では
日本（2.7）＞韓国（2.5）＞アセアン 4（1.6）、
電子では日本（2.1）＞韓国（1.7）＞アセア
ン 4（1.5）となった。 
日本では両産業とも値が 2 以上であった。

これは間接調達による波及効果が直接調達
を上回っていることを示す。両産業とも裾野
産業が発達しているとの結果が得られた。韓
国では自動車では裾野産業の発達が見られ
たが、電子では国内への生産波及効果が小さ
く、電子関連国内裾野産業の発展が比較的限
定的であることが結果から推測された。アセ
アン 4では両産業とも生産波及効果は小さく
裾野産業は発展途上であることが明らかと
なった。 
 
②直接調達・間接調達状況 
 国際産業連関分析により、直接調達、間接
調達の国別調達依存状況を計算し、過去から
の推移（1975～2000 年）を観察した。 
その結果、自動車では日本は自国調達率が

減少しつつも 2000 年時点で 9 割以上国内調
達であった。韓国は日本依存が減少し、2000
年時点で直接調達の 9 割、間接調達の 8割以
上が国内調達であった。アセアン 4 は調達率
が上昇しつつあり、2000 年時点で直接調達で
6 割以上、間接調達で 6 割弱が域内調達であ
るとの計算結果を得た。  
電子では、日本は 2000 年の国内調達率が

直接、間接とも 8割を超えるものの、過去か
ら見ると国内調達率は減少傾向と判明した。
韓国では 1990 年にかけて国内調達率が上昇
したが、その後減少し 2000 年時点の国内調
達率は直接、間接とも 5割程度であった。ア
セアン 4 では域内調達率が年々減少し、2000
年時点の域内調達率は直接、間接とも 4 割以
下であるとの計算結果を得た。 
 このように、自動車は国内調達が高い傾向、
電子は海外依存が高い傾向など、産業ごとに
異なる調達構造が、計算結果から観察された
ことは非常に興味深いことであった。 
 
（４）貿易統計を用いた定量分析 
 貿易統計を用いた分析では 3つの検討を行
った。①韓国の金型グローバル輸出入分析、
②韓国の最重要金型貿易パートナーである

日本との輸出入分析、③貿易特化係数を用い
た国際競争力の検討、である。 
 
 
① 韓国金型輸出入推移 
韓国の輸出入推移の分析の結果、比較的キ

ャッチアップの容易な金型である mold タイ
プでは、1996 年時点ですでにグローバルで輸
出超過構造であった。その後、輸出は 1996
～2008 年にかけて 2.6 倍に拡大し、輸入は半
減していると判明した。 
キャッチアップが困難なタイプの金型で

ある die タイプでは、1996 年時点で先進国に
輸入依存する構造が見られた。しかし 1996
～2008 年で輸出が 35.2 倍に大幅拡大する一
方、輸入が 1/3 以下に減少し、輸出超過構造
に転換した。 
両タイプとも輸出先は 1990 年代はアジア

中心であったが、今日では欧米など金型先進
国を含む世界各地に拡大していることが明
らかとなった。 
 
② 韓国の対日金型輸出入  
韓国の主要な金型貿易パートナーであり、

金型先進国でもある日本との金型貿易状況
を分析した。Mold タイプでは日韓金型貿易構
造が、日本の黒字構造から赤字構造に転換し
たことは既知であった。今回、それに加え、
技術キャッチアップが困難なタイプの金型
である die タイプでも、移行期を経て日本が
貿易赤字構造に転じていると判明した。 
すなわち、mold タイプでは 1997 年に韓国

の出超に転換して以後、継続して韓国の輸出
超過で、その傾向は年々顕著になっている。 
Dieタイプは1997年時点では日本の大幅な

金型貿易黒字構造であった。その後、1998 年
から 2004 年の 7 年ほどは、日韓金型貿易が
ほぼ拮抗した状況であった。しかし、2005 年
から dieタイプも韓国の金型貿易黒字構造に
転換した。その後韓国の貿易黒字傾向が常態
化していることが明らかとなった。 
 
③ 貿易特化係数による国際競争力分析  
貿易特化係数による分析（1996～2008 年）

で、韓国では mold タイプの値が 0.4 から 0.8
に上昇し競争優位が強まっていた。Die タイ
プでは-0.8 から 0.9 へ、競争劣位から競争優
位への劇的な転換が見られた。しかし同じ期
間を単価競争力で見ると mold タイプでは
-0.2 から 0.2、die タイプでは 0.06 から-0.3
へと低下している。このことから韓国の金型
貿易は低価格を武器とした躍進であったこ
とも推測された。 
 日本の貿易特化係数は mold タイプでは
1995年時点では0.8と競争力が非常に強い状
況にあった。しかしその後、貿易特化係数の
値は低下し、2008 年では 0.5 となった。Mold



 

 

タイプについては、国際競争力はまだ強い状
況ではあるが、かつてのような絶対的強さは
なくなったと言える。Die タイプでは 1995 年
時点で 0.9 であり、2008 年時点で 0.8 であっ
た。Die タイプでは国際競争力はいまだ強い
状態にあると判明した。ただし、die タイプ
についても国際競争力は漸減傾向にあると
言える。 
 
（５）日韓金型産業の発展要因 
 ケーススタディに基づき、日韓金型産業の
要因を以下に整理した。 
 
①日本 
第二次世界大戦後、日本の金型産業は発展

が遅れていた。戦後から高度経済成長期にか
けて、大企業内の金型部門や地場金型企業が
多く誕生した。経済成長とともに金型需要は
大いに高まり、それを受け、企業の金型部門
などで修行を積んだ人材が「のれんわけ」，
「スピンアウト」などの形で多く独立した。
国際的にも特異な形態である、日本の金型専
業の構造が形成されたのもこの時代である。 
この時代、日本では世界に先駆けて NC 工

作機を金型製作に導入し、さらにコンピュー
タ技術との技術融合を進めた。そうした市場
要因、技術要因の結果、1980 年代には世界的
な金型大国に成長した。 
 
②韓国 
韓国の金型産業は一貫して日本を主なタ

ーゲットとしたキャッチアップ戦略を展開
してきた。歴史的経緯を見ると、第一が 1960
年代以降現在に至るまで継続する積極的な
日本金型技術の導入である。第二が 1980 年
代初頭以降の国をあげての金型人材の育成
である。この人材育成で日本の金型関係者が
多く携わっている。そして第三が 1990 年代
以降の金型ユーザー市場拡大により可能と
なった双方向の学習効果とその蓄積効果で
ある。 
 韓国では朴政権下の 1962 年に第一次開発
計画が策定され、輸入代替工業化戦略により
国の経済発展を図る方針が形作られた。精度
セグメント金型の主要ユーザーの一つであ
る自動車産業もこの時期から本格的に育成
されはじめた。これ以降、韓国の製造業の生
産と輸出は急拡大することになった。一方で
中間財や資本財の輸入依存度が高いことが
問題となった。品質のよい金型調達ができな
いこともボトルネックの一つであった。 
1970 年代に韓国では重化学工業化を進展

させ自国調達向上を図った。この時期、金型
についても日本を含め外国技術の導入が積
極的に行われた。韓国でも金型が一般的に製
作されるようになった。しかし金型問題は根
本的な解決がもたらされず高品質の金型は

日本などへの依存が多かった。 
 1980 年前後、金型企業十数社が業界発展の
ためには政府による金型の重要性理解深化
が必要であるとし、金型共同工業組合設立を
政府に働きかけた。それがきっかけとなり全
大統領（当時）が全国の大学に金型関連の専
攻を設置するよう要請し、ソウル産業大学な
ど複数の高等教育機関に金型関連学科が新
設された。こうした教育機関により 1980 年
代以降毎年数千人規模の金型人材が輩出さ
れるようになった。こうした人材の存在は導
入した金型技術の定着に大きな寄与を果た
した。また卒業生らのネットワークによる意
図せざる相互学習も進展した。 
 1980～1990 年代に金型設計･製作技術にコ
ンピュータ技術導入が進んだ。またコンピュ
ータ演算速度の向上により工作機械の加工
速度、加工精度、操作性の飛躍的向上が見ら
れた。これにより金型設計･製作におけるボ
トルネックは大きく軽減した。 
またこの時期、韓国の大手金型ユーザーで

ある自動車産業、電子産業が飛躍的発展を遂
げた。これら韓国の金型ユーザーは当初は日
本からの金型輸入依存も大きかった。しかし
やがて輸入した金型や、導入した技術をもと
に金型内製部門を拡充させた。 
地場企業からの金型調達で辛抱強く指導

する方針をとる企業もあった。韓国に金型輸
出をしていた企業らへの聞き取り調査によ
ると 2000 年代以降、韓国からの発注は目に
見えて減少した。こうした結果、韓国のキャ
ッチアップ戦略が実を結び、日本への金型依
存はかなり低下した。 
以上のように、韓国の金型産業発展は、産

官学によるキャッチアップ戦略推進が大き
な原動力であったと判明した。そして改めて
韓国の発展要因は、「市場での学習効果」、「人
材の育成効果」、「技術導入効果」の 3要因で
あったと結論づけられた。 
 
（６）日韓およびアジア諸国の金型技術水準 
 ケーススタディに基づき、日韓およびアジ
ア諸国の金型技術水準を 5段階評価した。こ
の評価の元となる金型産業発展モデルでは、
一番低位の第 1 段階（金型輸入依存期）は、
工業化による経済発展を目指す国が、精度セ
グメントの金型を国内調達できない状況で
ある。その後、外資系企業の直接投資や現地
系企業の技術導入、技術学習により国の金型
産業は第 5段階（成熟期）まで発展するとし
ている。 
 分類に当たっては、各国の精度セグメント
金型ユーザー、金型メーカー、教育機関など
への訪問調査に加え、国際展示会などへの参
加も加味し、分析を行った。 
 分類の結果、韓国では日本と同様、第 5段
階（成熟期）に達していると評価した。また



 

 

アジア新興国についても同様の手法により、
発展段階（2008～2009 年頃）をそれぞれ分類
した（次表参照）。 
 
 
アジア各国の金型産業発展段階 

 Mold タイプ Die タイプ 

日本 第 5段階 第 5段階 

韓国 第 5段階 第 5段階 

中国 第 3～4段階 第 3段階 

インド 第 3段階 第 2～3段階 

ベトナム 第 2～3段階 第 1段階 

出所：筆者作成 
 
（７）アジア精度セグメント金型ユーザーの
金型調達状況 
 アジア各国を中心に精度セグメント金型
ユーザーを訪問し、金型の調達状況を精査し
た（国内･海外、地場･外資系、調達金型の精
度、使用部位、成形部品形状やサイズの大小、
特殊な不可技術の必要性など）。  
その結果、精度ものの金型について、mold

タイプと die タイプで大きな差異があると判
明した。 
Mold タイプでは、日系など外資系からの調

達に加え、地場企業からの調達も進展してい
ると判明した。また品質が要求される金型の
海外調達では、韓国、中国などからの調達も
多いと判明した。一方で die タイプについて
は、中品質以下のタンデム金型などは地場企
業からの調達が見られるものの、多くの場合
日系など外資系企業からの調達か、輸入調達
が多かった。輸入調達の場合は日本からが多
かったが、一部タイからの輸入置換の動きも
見られた。 
 
（８）日韓金型産業の海外展開状況 
 日本･韓国とも金型メーカーの海外進出は
金型専業スタイルではなく、部品成形まで行
うスタイルが多かった。これはアジア新興国
市場に十分な継続的金型需要が無いこと、部
品ユーザーが金型ではなく部品成形まで要
望するなどが理由である。アジアへの金型関
連企業の進出では、タイで 51 社、マレーシ
アで 9社、インドネシアで 7 社、ベトナムで
12 社確認できたが、金型専業は少数派であっ
た。 
日系海外金型ユーザーの日本からの金型

輸入調達では、日本で金型ユーザー親企業が
金型調達し、海外拠点供給する場合が多かっ
た。従って、貿易統計上は日本からの金型輸
出は多いが、金型メーカー自身による輸出は
意外と少ないと判明した。ただし大手金型メ
ーカーやアドホックな輸出などは金型メー

カー自身が輸出者となっていた。 
 韓国企業の韓国からの金型調達では、大手
金型ユーザーの場合は、日本同様、金型ユー
ザーによる韓国での一括調達と拠点供給の
ケースが多かった。一方で、韓国金型メーカ
ー自身による輸出活動も積極的に行われて
おり、その点、日本よりも金型メーカー自身
による輸出は活発であった。 
 韓国金型企業の海外進出に関しては、日本
同様、金型専業ではなく、部品成形企業の金
型内製の形態が多かった。 
 
（９）韓国の金型産業発展と日本の競争力 
韓国での訪問調査により、韓国は金型のキ

ャッチアップ戦略に成功したものの、イノベ
ーション志向への転換に苦しんでいること
が窺えた。対日金型依存がモジュール化の進
展などで対日部品依存に形を変えた可能性
も推測された。日本は現状、価格競争力では
劣位であるが品質競争力では優位を保って
いる。日本が今後とも競争優位を保つために
は技術継承、ビジネスモデルの変換、産学連
携推進とともにいっそうのイノベーション
志向強化が必要と考えられた。                    
 
（１０）アジアの金型産業発展の可能性 
 金型の設計･製作へのデジタル技術融合進
展により、1990 年代以降、金型設計･製作技
術は大きく変化したことが、今回の一連の訪
問調査で明らかとなった。 
 韓国、インド、ベトナム、中国など、新旧
のアジアの金型新興国での訪問調査により、
金型産業は市場、人材、技術などの必要要件
が整う前提で、育成可能な産業になったと考
えられる。中低品質の金型は、mold タイプを
中心に、アジアの地場企業により製作される
ことも多くなってきた。一方で、難易度の高
い金型製作には韓国でさえ困難に陥ること
もあり、現状では日本の技術優位性はまだ保
たれていると判断される。しかしその優位性
は徐々に揺らぎが見え、今後の優位性維持の
ためには産業の努力が必要であると考えら
れる。 
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